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(57)【要約】
【課題】電気化学装置（特に、電解コンデンサや電池）
の製造加工工程において貼付けに関する不具合が発生し
た場合に、電池等の被着体材料や粘着テープの損傷がな
く、また糊残りがなく、迅速に引き剥がすことができる
電気化学装置用粘着テープを提供すること。
【解決手段】本発明により提供される電気化学装置用粘
着テープは、その基材の少なくとも一方の面に粘着剤層
を有し、基材と粘着剤層との投錨力は７．０Ｎ／１０ｍ
ｍ以上である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、該基材の少なくとも一方の面に配置された粘着剤層と、を備えており、
　前記基材に対する前記粘着剤層の投錨力は、７．０Ｎ／１０ｍｍ以上である、電気化学
装置用粘着テープ。
【請求項２】
　前記粘着剤層のゲル分率は５０重量％以上１００重量％未満である、請求項１に記載の
電気化学装置用粘着テープ。
【請求項３】
　０．１Ｎ／１０ｍｍ～４Ｎ／１０ｍｍの範囲の粘着力を示す、請求項１または２に記載
の電気化学装置用粘着テープ。
【請求項４】
　前記投錨力は、前記粘着力よりも５．０Ｎ／１０ｍｍ以上大きい、請求項１～３のいず
れか一項に記載の電気化学装置用粘着テープ。
【請求項５】
　前記粘着剤層は、（メタ）アクリル酸アルキルエステル系モノマーと、架橋剤と反応し
得る官能基を有するモノマーと、を重合して得られるアクリル系ポリマーを含有するアク
リル系粘着剤から構成されている、請求項１～４のいずれか一項に記載の電気化学装置用
粘着テープ。
【請求項６】
　前記架橋剤と反応し得る官能基は、水酸基またはカルボキシル基である、請求項５に記
載の電気化学装置用粘着テープ。
【請求項７】
　前記アクリル系粘着剤は、さらに架橋剤を含有する、請求項５または６に記載の電気化
学装置用粘着テープ。
【請求項８】
　前記架橋剤の含有量は、前記アクリル系ポリマー１００重量部に対して０．０１～２０
重量部である、請求項７に記載の電気化学装置用粘着テープ。
【請求項９】
　前記電気化学装置は、被着体として多孔質フィルムを有する、請求項１～８のいずれか
一項に記載の電気化学装置用粘着テープ。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか一項に記載の電気化学装置用粘着テープを用いて作製された電
気化学装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気化学装置用粘着テープに関する。特に、電解コンデンサ、リチウムイオ
ン電池等の電気化学装置の組立てにおいて、例えば、電解液に接触する部分または電解液
に接触可能な部分に用いられる粘着テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気化学装置（特に、電解コンデンサ、電池等）の製造加工工程において、電池タブの
末端処理、極板の絶縁保護、電池ケースの補強等を目的として、粘着テープが広く用いら
れている。関連する先行技術文献として、例えば特許文献１が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１１－１７６４７６号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の電池製造加工工程において、絶縁や末端処理、電池ケースの補強等に用いられる
粘着テープは比較的粘着力が大きい。そのため、一度しっかりと貼り付けられた粘着テー
プについて貼り直し等の調節が必要になった場合、粘着テープを被着体から引き剥がす際
に、被着体（電池）の被着箇所を損傷してしまう虞がある。そのような貼り直しを行う場
合として、貼り付けられた粘着テープの貼付け箇所や貼付け状態が不完全な場合や、粘着
テープの粘着面同士がくっついた場合等が挙げられる。このような事象が起こると、電池
を不良品として処理するか、あるいは粘着テープは引き剥がされて廃棄されることになる
。これは、不必要な廃棄であり、効率の低下や経済的利点の減殺をもたらす。当該分野に
おいて、電池等の被着体材料や粘着テープを損傷することなく迅速な調節（例えば貼り直
し）への要求を満足し得る粘着テープは実現されていないのが現状である。
【０００５】
　上記電気化学装置の製造工程において用いられる粘着テープの具体的な用途としては、
例えば、リチウムイオン電池の製造工程における種々の用途が挙げられる。当該用途にお
いて、例えば、異物やバリ等による不具合の防止（すなわちセパレータの貫通防止や活物
質の脱離防止）に粘着テープは用いられる。また、電極板とセパレータ等からなる捲回体
を電池ケース内に搭載する場合において、巻回されたセパレータ末端部の固定にも粘着テ
ープは用いられる。
【０００６】
　電気化学装置の製造工程に用いられるセパレータの多くは、多孔質フィルム（例えば、
ポリエチレン（ＰＥ）フィルムやポリプロピレン（ＰＰ）フィルム）である。また、用い
られる粘着テープは、基材と粘着剤層とから主に構成されている。上記粘着剤層を形成す
る粘着剤としては、外部架橋剤との架橋によって優れた粘着性を得る観点から、（メタ）
アクリル酸アルキルエステルと官能基含有モノマーとを共重合して得られるアクリル系ポ
リマーが多用されている。
【０００７】
　上記のような粘着テープを使用する工程において、被着体としての電極板やセパレータ
等に粘着テープを貼り付ける際に、貼り間違いや、位置を修正したい等の理由により粘着
テープを剥がさなければならない場合がある。そのような場合、粘着テープは容易には剥
離できない。そのため、粘着剤層の粘着剤が被着体としての電極板やセパレータ等に残留
したり、粘着力が強すぎることにより電極板やセパレータ等が損壊し、当該部材が使用不
可能になる場合がある。このような貼付け作業性と経済性の問題が存在するのが現状であ
る。一度貼り付けた後の引き剥がしの際に糊残りのない粘着テープが切望されている。
【０００８】
　上記課題について、本発明者らは鋭意検討した結果、粘着剤層の投錨力を特定の範囲に
することにより、粘着テープの貼り付け作業性がさらに向上することを見出した。本発明
はこれらの知見に基づいて完成されたものである。すなわち、本発明の目的は、電気化学
装置（特に、電解コンデンサや電池）の製造加工工程において貼付けに関する不具合が発
生した場合に、電池等の被着体材料や粘着テープの損傷がなく、また糊残りがなく、迅速
に引き剥がすことができる電気化学装置用粘着テープを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明によると、基材と、該基材の少なくとも一方の面に配置された粘着剤層と、を備
える電気化学装置用粘着テープが提供される。この粘着テープにおいて、前記基材に対す
る前記粘着剤層の投錨力は、７．０Ｎ／１０ｍｍ以上である。
【００１０】
　ここに開示される電気化学装置用粘着テープの好ましい一態様では、前記粘着剤層のゲ
ル分率は５０重量％以上１００重量％未満である。
【００１１】
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　ここに開示される電気化学装置用粘着テープの好ましい一態様では、０．１Ｎ／１０ｍ
ｍ～４Ｎ／１０ｍｍの範囲の粘着力を示す。
【００１２】
　ここに開示される電気化学装置用粘着テープの好ましい一態様では、前記投錨力は、前
記粘着力よりも５．０Ｎ／１０ｍｍ以上大きい。
【００１３】
　ここに開示される電気化学装置用粘着テープの好ましい一態様では、前記粘着剤層は、
（メタ）アクリル酸アルキルエステル系モノマーと、架橋剤と反応し得る官能基を有する
モノマーと、を重合して得られるアクリル系ポリマーを含有するアクリル系粘着剤から構
成されている。また、前記架橋剤と反応し得る官能基は、水酸基またはカルボキシル基で
あることが好ましい。
【００１４】
　また、前記アクリル系粘着剤は、さらに架橋剤を含有することが好ましい。前記架橋剤
の含有量は、前記アクリル系ポリマー１００重量部に対して０．０１～２０重量部である
ことがより好ましい。
【００１５】
　ここに開示される技術の好ましい一態様では、前記電気化学装置は、被着体として多孔
質フィルムを有する。
【００１６】
　また、本発明によると、ここに開示されるいずれかの電気化学装置用粘着テープを用い
て作製された電気化学装置が提供される。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明により提供される電気化学装置用粘着テープ（以下、「粘着テープ」と略記する
。）は、電気化学装置（特に、電解コンデンサや電池）の製造加工工程に使用する場合に
、被着体材料や粘着テープを損壊することなく、かつ被着体に糊残りすることなく、貼り
付け後に被着体から容易に剥がすことができる。したがって、不必要な廃棄物の発生が防
止され、かつ作業性に優れる。本発明によると、経済的利点が向上した電気化学装置用粘
着テープが実現される。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】一実施形態に係る粘着テープの構成を示す模式的断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の好適な実施形態を説明する。なお、本明細書において特に言及している
事項以外の事柄であって本発明の実施に必要な事柄は、当該分野における従来技術に基づ
く当業者の設計事項として把握され得る。本発明は、本明細書に開示されている内容と当
該分野における技術常識とに基づいて実施することができる。なお、本明細書における「
粘着テープ」は、粘着シートや、粘着シートより厚さが相対的に薄いとされる粘着フィル
ムと称されるような粘着テープを包含する。
【００２０】
　ここで開示される粘着テープは、基材と、該基材の少なくとも一方の表面に配置された
粘着剤層と、を備える。かかる粘着テープの典型的な構成例を図１に模式的に示す。この
粘着テープ１０は、樹脂製のシート状基材１と、その一方の面（片面）に設けられた粘着
剤層２と、を備える。この粘着テープ１０の粘着剤層２側を、被着体に貼り付けて使用す
る。使用前（すなわち被着体への貼り付け前）の粘着テープ１０は、粘着剤層２の表面（
貼付面）が少なくとも粘着剤層２側が剥離面となっている剥離ライナー（図示せず）によ
って保護された形態であり得る。あるいは、基材１の他面（粘着剤層２が設けられる面の
背面）が剥離面となっており、粘着テープ１０がロール状に巻回されることにより該他面
に粘着剤層２が当接してその表面が保護された形態であってもよい。あるいはまた、特に
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図示しないが、粘着テープは、基材の両面に粘着剤層を備える両面粘着テープであっても
よい。
【００２１】
　＜基材＞
　基材としては、繊維系基材、紙系基材、プラスチック系基材、ゴム系基材、発泡体系基
材またはそれらの積層体等を使用することができる。プラスチック系基材の原料としては
、例えば、ポリエステル（ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポ
リブチレンテレフタレート、ポリブチレンナフタレート等）、ポリオレフィン（ポリエチ
レン、ポリプロピレン、ポリメチルペンテン、エチレン－プロピレン共重合体等）、ポリ
ビニルアルコール、ポリ塩化ビニリデン、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重
合体、ポリ酢酸ビニル、ポリアミド、ポリイミド、セルロース類、フッ素系樹脂、ポリエ
ーテル、ポリエーテルアミド、ポリエーテルニトリル、ポリエーテルエーテルケトン、ポ
リフェニレンサルファイド、ポリスチレン系樹脂（ポリスチレン等）、ポリカーボネート
、ポリエーテルスルホン等が挙げられる。これらは単独で使用してもよく、２種以上を組
み合わせて使用してもよい。
【００２２】
　なかでも、耐熱性に優れる点で、ポリエチレンテレフタレート等のポリエステル、ポリ
プロピレン等のポリオレフィン、およびポリイミドから選択される樹脂を原料とする基材
が特に好ましい。
【００２３】
　基材は、単層であってもよく、２層以上の積層体であってもよい。基材が２層以上の積
層体である場合、各層は同一の組成を有していてもよく、異なる組成の層を組み合わせて
積層体にしてもよい。
【００２４】
　また、必要に応じて、基材に対する粘着剤層の投錨力を高めるために、基材の表面に対
して慣用の表面処理（例えば、クロム酸処理、オゾン処理、火炎処理、高圧電撃処理、電
離放射線処理等の化学的または物理的表面処理）を実施してもよい。例えば、そのような
表面処理を行った基材の表面張力は３５ｍＮ／ｍ以上であることが好ましい。表面張力を
上記範囲にすることによって、基材と粘着剤層との密着性はさらに高まり、粘着テープを
剥離する際に粘着剤が被着体に残留することが好適に防止される。
【００２５】
　ここで、基材の表面張力は標準ＧＢ／Ｔ　１４２１６－２００８またはＩＳＯ　８２９
６：２００３の測定方法により測定される。基材表面張力の具体的な測定方法は次のとお
りである。
【００２６】
　［基材表面張力の測定方法］
　試料を温度２３℃±２℃、湿度５０％±５％の標準実験室雰囲気に入れる。試料を水平
に滑らかな平面に放置し、試験混合液を含浸した脱脂綿棒を、試料上で１つの方向にした
がって水平に移動させる１回の塗付を行う。塗付幅は約１０ｍｍ程度とする。ランプ下で
混合液が形成した液体薄膜を観察する。液体薄膜が元の状態を保つ持続時間が２秒を超え
た場合、液体薄膜が元の状態を保つ持続時間が２秒に近くなるまで表面張力のより大きい
混合液を用いて、新たな試料上で試験を繰り返す。液体薄膜が元の状態を保つ持続時間が
２秒未満の場合には、表面張力のより低い溶液で試験を行い、液体薄膜が元の状態を保つ
持続時間が２秒に近くなるようにする。この操作を繰り返し，試料の表面を正確に２秒間
でぬらすことができる混合液を選ぶ。各々の試験には，新しい綿棒を使用する。試料の表
面を２秒間でぬらすことができる混合液を選ぶ操作は少なくとも３回行う。このようにし
て選ばれた混合液を用いて基材の表面張力を測定する。混合液としては、上記規格にした
がい、ぬれ張力が段階的に異なる混合液を使用する。具体的には、上記規格にしたがい、
エチレングリコールモノエチルエーテル、ホルムアミド、メタノールおよび水を段階的に
混合して調製された混合液を使用する。
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【００２７】
　基材の厚さは、特に限定されないが、好ましくは８～１００μｍであり、より好ましく
は１０～５０μｍ程度である。基材の厚さが小さすぎると、粘着テープの強度が不足して
、その実用性を損なう虞がある。一方、基材の厚さが大きすぎると、電気化学装置内に占
める体積が大きくなりすぎて、電気化学装置の高容量化への対応が困難になる傾向がある
。
【００２８】
　＜粘着剤層＞
　ここに開示される粘着剤層は、ベースポリマーとして少なくともアクリル系ポリマーを
含有するアクリル系粘着剤からなることが好ましい。なお、粘着剤の「ベースポリマー」
とは、該粘着剤に含まれるゴム状ポリマーの主成分（５０重量％以上含まれる成分）をい
う。上記ゴム状ポリマーとは、室温付近の温度域においてゴム弾性を示すポリマーをいう
。また、「アクリル系ポリマー」とは、該ポリマーを構成するモノマー単位として、１分
子中に少なくとも一つの（メタ）アクリロイル基を有するモノマーに由来するモノマー単
位を含む重合物をいう。
【００２９】
　アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、アクリル系ポリマーを構成するモノマ
ー成分全量（１００重量％）に対して、主モノマーとして（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステルを８０重量％以上含むことが好ましい。
【００３０】
　上記（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、例えば、メチル基、エチル基、プ
ロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソブチル基、ペンチル基、
イソペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、シクロヘキシル基、２－エチルヘキシル基、
オクチル基、イソオクチル基、ノニル基、イソノニル基、デシル基、イソデシル基、ウン
デシル基、ラウリル基、トリデシル基、テトラデシル基、ステアリル基、オクタデシル基
等の炭素数３０以下の直鎖状または分岐鎖状アルキル基を有する（メタ）アクリル酸アル
キルエステルが挙げられる。これらの（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、単独で使
用してもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００３１】
　また、本明細書においては、「（メタ）アクリル酸」とは、「アクリル酸」および／ま
たは「メタクリル酸」を意味する。同様に、「（メタ）アクリロイル」とは、アクリロイ
ルおよびメタクリロイルを包括的に指す意味である。
【００３２】
　アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、上記（メタ）アクリル酸アルキルエス
テルに加えて、官能基を有するモノマー（官能基含有モノマー）を含むことが好ましい。
官能基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、マレイン酸、
フマル酸、クロトン酸、イソクロトン酸等のカルボキシル基含有モノマー（無水マレイン
酸、無水イタコン酸等の酸無水物基含有モノマーも含む）；（メタ）アクリル酸２－ヒド
ロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸３－ヒ
ドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸６－
ヒドロキシヘキシル等の（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキル、ビニルアルコール、ア
リルアルコール等の水酸基含有モノマー；（メタ）アクリルアミド等のアミド基含有モノ
マー；Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ
－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒド
ロキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ
－エトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミド、Ｎ－メチロール
プロパン（メタ）アクリルアミド等のＮ－置換アミド基含有モノマー；（メタ）アクリル
酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ジエチ
ルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミノプロピル、（メタ）アクリル酸ｔ－



(7) JP 2014-198830 A 2014.10.23

10

20

30

40

50

ブチルアミノエチル等のアミノ基含有モノマー；等が挙げられる。上記官能基含有モノマ
ーとしては、基材に対する粘着剤層の投錨力に優れる点や易剥離性の点から、カルボキシ
ル基含有モノマーおよび水酸基含有モノマーが好ましく、初期接着性に優れる点から、カ
ルボキシル基含有モノマー（例えば、アクリル酸（ＡＡ））が特に好ましい。
【００３３】
　上記官能基含有モノマーの含有量は、アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分全量
（１００重量％）に対して通常、例えば０．５～１８重量％程度であり、好ましくは１～
１５重量％程度である。上記官能基がカルボキシル基である場合、上記官能基含有モノマ
ーの含有量は、１～１８重量％程度が適当であり、好ましくは１０～１６重量％であり、
特に好ましくは１２～１６重量％である。上記官能基が水酸基である場合、上記官能基含
有モノマーの含有量は、０．５～１０重量％程度が適当であり、好ましくは４～１０重量
％であり、特に好ましくは５～１０重量％である。
【００３４】
　アクリル系ポリマーを形成するモノマー成分は、上記主モノマーおよび官能基含有モノ
マー以外にも、他の共重合可能なモノマーを含有してもよい。上記共重合可能なモノマー
としては、例えば、（メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエ
チル等の（メタ）アクリル酸アルコキシアルキル系モノマー；Ｎ－シクロヘキシルマレイ
ミド、Ｎ－イソプロピルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド
等のマレイミド系モノマー；Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ
－ブチルイタコンイミド、Ｎ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルヘキシルイタコ
ンイミド、Ｎ－シクロヘキシルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミド等のイタコ
ンイミド系モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレンスクシンイミド、Ｎ－（
メタ）アクリロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロ
イル－８－オキシオクタメチレンスクシンイミド等のスクシンイミド系モノマー；等が挙
げられる。これらのモノマーは、単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせて使用し
てもよい。
【００３５】
　また、上記共重合可能なモノマーとして、例えば、プロピオン酸ビニル、Ｎ－ビニルピ
ロリドン、メチルビニルピロリドン、ビニルピリジン、ビニルピペリドン、ビニルピリミ
ジン、ビニルピペラジン、ビニルピラジン、ビニルピロール、ビニルイミダゾール、ビニ
ルオキサゾール、ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカルボン酸アミド類、スチレン、α－メ
チルスチレン、Ｎ－ビニルカプロラクタム等のビニル系モノマー；（メタ）アクリロニト
リル等のシアノアクリレート系モノマー；（メタ）アクリル酸グリシジル、（メタ）アク
リル酸メチルグリシジル等のエポキシ基含有アクリル系モノマー；ポリエチレングリコー
ル（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシエ
チレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリプロピレングリコール（メタ）ア
クリレート等のグリコール系アクリレートモノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒドロフ
ルフリル、フッ素含有（メタ）アクリレート、シリコーン（メタ）アクリレート等も使用
され得る。これらの共重合可能なモノマーは、単独で使用してもよく、２種以上を組み合
わせて使用してもよい。
【００３６】
　上記共重合可能なモノマーは、粘着特性の調節等を目的として必要に応じて用いること
ができる。その使用量は、アクリル系ポリマーの重合時における安定性の観点から、上記
（メタ）アクリル酸アルキルエステル１００重量部に対し、例えば５０重量部以下とする
ことが好ましい。
【００３７】
　アクリル系ポリマーは、上記モノマー成分を公知または慣用の重合手段により重合して
製造することができる。例えば、溶液重合法、乳化重合法、塊状重合法、活性エネルギー
線照射による重合法（活性エネルギー線重合法）等が挙げられる。なかでも、透明性、耐
水性、コスト等を考慮すると、溶液重合法が好ましい。
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【００３８】
　上記溶液重合に際しては、各種の一般的な溶剤を用いることができる。このような溶剤
としては、例えば、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル等のエステル類；トルエン、ベンゼン等
の芳香族炭化水素類；ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン等の脂肪族炭化水素類；シクロヘキサ
ン、メチルシクロヘキサン等の脂環式炭化水素類；メチルエチルケトン、メチルイソブチ
ルケトン等のケトン類等の有機溶剤が挙げられる。これらは単独でまたは２種以上を組み
合わせて使用することができる。
【００３９】
　上記モノマー成分の重合に際しては、重合開始剤を使用することができる。上記重合開
始剤としては、特に限定されないが、公知または慣用のもののなかから適宜選択して使用
することができる。例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）、２，
２’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビ
ス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリ
ル）、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２’－アゾビ
ス（２，４，４－トリメチルペンタン）、ジメチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプ
ロピオネート）等のアゾ系重合開始剤；ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルハイドロ
パーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、
ジクミルパーオキサイド、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメ
チルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロドデカン等の過酸化
物系重合開始剤；等の油溶性重合開始剤等が挙げられる。これらの重合開始剤は単独で使
用してもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。重合開始剤の使用量は、特に限
定されず、従来より利用可能な範囲とされている重合開始剤使用量が採用され得る。
【００４０】
　また、アクリル系ポリマーに対して、適当な架橋手段（例えば、架橋剤の添加等）によ
り架橋処理を行うことが好ましい。架橋処理により、粘着剤層のゲル分率は好ましく調節
され得る。
【００４１】
　上記架橋剤としては、例えば、エポキシ系化合物、イソシアネート系化合物、金属キレ
ート化合物、金属アルコキシド、金属塩、アミン化合物、ヒドラジン化合物、アルデヒド
系化合物等が挙げられる。これらはアクリル系ポリマーが含有する官能基に応じ適宜選択
して使用することができる。粘着剤層と基材（例えばプラスチック系基材）との密着性を
高める観点から、エポキシ系化合物、イソシアネート系化合物を使用することが好ましい
。また、架橋剤としてエポキシ系化合物を使用すると、粘着剤自身の架橋度を高めること
ができる。
【００４２】
　ゲル分率と粘着力の制御において、架橋剤は重要な役割を果たしている。このことを考
慮して、架橋剤の使用量は、アクリル系ポリマー１００重量部に対して、例えば０．０１
～２０重量部程度であり、好ましくは０．１～１５重量部程度であり、特に好ましくは０
．１～１０重量部程度である。架橋剤の使用量が少なすぎると、ゲル分率が低くなりすぎ
て、十分な凝集力が得られず、粘着剤層が被着体に残留してしまう場合がある。一方、架
橋剤の使用量が多すぎると、粘着剤が硬くなり、接着性が低下する傾向がある。特に好ま
しい一態様では、架橋剤がイソシアネート系化合物である場合、その使用量は、アクリル
系ポリマー１００重量部に対して、１～２０重量部程度であり、好ましくは１～１０重量
部程度であり、特に好ましくは１～５重量部程度である。また、架橋剤がエポキシ系化合
物である場合、その使用量は、アクリル系ポリマー１００重量部に対して例えば０．０１
～５重量部とすることが適当であり、好ましくは０．０５～５重量部であり、より好まし
くは０．１～２重量部であり、特に好ましくは０．６～２重量部である。好ましい一態様
では、架橋剤（好ましくはイソシアネート系化合物）に加えて、架橋助剤を使用してもよ
い。架橋助剤の使用量は特に限定されず、架橋剤１重量部に対して例えば０．００１～０
．５重量部とすることができる。
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【００４３】
　粘着剤層には、着色により商品標識等の識別性および取り扱い性を高める観点から、顔
料等の着色剤を添加することができる。上記顔料は、所望の色の種類等に応じて、当該分
野で公知または慣用の有機顔料や無機顔料を選択して用いることができる。例えば、カー
ボンブラック、酸化鉄、酸化チタン、チタンイエロー、コバルトブルー、カドミウムレッ
ド、アゾレーキ（赤、黄）、フタロシアニン系、キナクリドン系の顔料等を用いることが
できる。
【００４４】
　アクリル系粘着剤は、上記アクリル系ポリマー、架橋剤および着色剤の他に、本発明の
効果に影響を与えない範囲内で他の成分（例えば、粘着付与剤、可塑剤、充填剤、酸化防
止剤等）を含有してもよい。
【００４５】
　粘着剤層は、必要に応じて溶媒（例えば、トルエン、キシレン、酢酸エチル、メチルエ
チルケトン等）を使用して上記アクリル系粘着剤を希釈してコーティング液を調製し、該
コーティング液を直接基材上または適当なセパレータ（剥離紙等）上に塗付、乾燥して形
成することができる。粘着剤層は、単層であってもよく、２層以上の積層体であってもよ
い。粘着剤層が２層以上の積層体である場合、各層は同一の組成を有していてもよく、異
なる組成の層を組み合わせて積層してもよい。また、基材の両面に粘着剤層を有する場合
、それらの粘着剤層は同一の組成を有していてもよく、異なる組成を有していてもよい。
【００４６】
　粘着剤層の厚さ（２層以上の積層体である場合はその総厚さ）は１～２０μｍ（より好
ましくは１～１５μｍ）であることが好ましい。粘着剤層の厚さが小さすぎると、接着力
が低くなりすぎて、粘着テープが電解液中で剥がれて電解液の劣化を引き起こす傾向があ
る。一方、粘着剤層の厚さが大きすぎると、電気化学装置内に占める粘着テープの体積が
大きくなりすぎて、電気化学装置の高容量化への対応が困難となる傾向がある。
【００４７】
　粘着テープの再剥離性を高めることを考慮すると、粘着テープにおける粘着剤（粘着剤
層）のゲル分率は５０重量％以上１００重量％未満とすることが適当であり、好ましくは
８０重量％以上１００重量％未満であり、より好ましくは８５重量％～９７重量％である
。ゲル分率を上記範囲にすることによって、粘着剤に適度の凝集性を持たせることができ
、粘着テープを被着体から剥離する際の再剥離性を好適に高めることができる。
【００４８】
　＜電気化学装置用粘着テープ＞
　ここに開示される技術において、投錨力とは以下の方法で測定した粘着強度を意味する
。
　［投錨力］
　粘着テープを３０ｍｍ×２００ｍｍに切断してサンプル１とする。同様に、日東電工社
製の「Ｎｏ．３１５」粘着テープ（基材：ＰＥＴフィルム、粘着剤：熱硬化性ゴム粘着剤
、厚さ：０．０５８ｍｍ、粘着力：１１．０Ｎ／１９ｍｍ）を３０ｍｍ×２００ｍｍに切
断してサンプル２とする。サンプル１の粘着面を５ｋｇローラーを１往復させてサンプル
２の粘着面に貼り合わせてサンプル３を得る。このサンプル３を１０ｍｍ×１５０ｍｍに
切断する。次いで、サンプル１の他方の面を、両面粘着剤を介してステンレス鋼板に貼り
合わせ、２３℃、５０％ＲＨの環境下、２０～４０分静置し、引張試験機により引張速度
３００ｍｍ／ｍｉｎ、剥離角度１８０°でサンプル１の粘着剤層を引き剥がす。このとき
に測定した粘着強度（剥離強度）を投錨力とする。
【００４９】
　ここに開示される電気化学装置用粘着テープの投錨力は、７．０Ｎ／１０ｍｍ以上であ
り、好ましくは８．５Ｎ／１０ｍｍ以上であり、より好ましくは９．５Ｎ／１０ｍｍ以上
である。投錨力を上記範囲にすることによって、粘着テープを被着体から剥離する際に粘
着剤が基材から脱落することを防止することができる。
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【００５０】
　また、ここに開示される電気化学装置用粘着テープは、投錨力が粘着力より大きいこと
が好ましい。上記投錨力は上記粘着力よりも５．０Ｎ／１０ｍｍ以上大きいことが好まし
く、８．５Ｎ／１０ｍｍ以上大きいことが比較的好ましい。投錨力と粘着力との差を上記
範囲にすることによって、粘着テープを被着体から剥離する際に粘着剤が基材から脱落す
ることを好適に防止することができる。
【００５１】
　また、ここに開示される粘着テープの粘着力は０．１Ｎ／１０ｍｍ～４．０Ｎ／１０ｍ
ｍであることが好ましい。粘着力を上記範囲にすることによって、剥離する際に被着体の
変形や損壊を好適に防止することができる。
【００５２】
　また、基材の背面側に予め背面処理剤を塗付して粘着テープの巻き戻し力を低減するこ
とができる。上記背面処理剤は、シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素系または硫化モ
リブデン系等の剥離剤により構成された剥離コーティング剤であり得る。好ましくは長鎖
アルキル系処理剤が用いられる。
【００５３】
　電気化学装置用粘着テープは、公知または慣用の方法により形成することができる。例
えば、必要に応じて溶媒（例えば、トルエン、キシレン、酢酸エチル、メチルエチルケト
ン等）を使用して上記粘着剤層を構成するアクリル系粘着剤を希釈してコーティング液を
調製して、該コーティング液を直接基材上に塗付して粘着剤層を形成する方法が挙げられ
る。あるいは、上記コーティング液を適当な仕切り紙（またはセパレータ）上に塗付して
粘着剤層を形成し、さらに該粘着剤層を基材上に転写（転移）する方法等が挙げられる。
粘着剤層を転写する方法を用いる場合、粘着剤層と基材との界面に空隙が含まれる可能性
があるため、この場合、オートクレーブ処理により加温加圧処理を実施して空隙を拡散さ
せて消滅させるとよい。
【００５４】
　上記コーティング液の塗付には慣用のコーター、例えば、グラビヤロールコーター、リ
バースロールコーター、キスロールコーター、ディップロールコーター、バーコーター、
ナイフコーター、スプレーコーター、コンマコーター、ダイレクトコーター等を使用する
ことができる。
【００５５】
　電気化学装置用粘着テープには、粘着剤層表面の保護、ブロッキング防止等の観点から
、粘着剤層表面にセパレータ（剥離ライナー）を設けることができる。セパレータは電気
化学装置用粘着テープを被着体に貼り合わせる際に剥がされる。そのため、必須の部材と
いうわけではない。使用されるセパレータは、特に限定されず、公知または慣用の剥離紙
等を使用することができる。例えば、シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素系または硫
化モリブデン系等の剥離剤で表面処理されたプラスチックフィルム、紙等の剥離層を有す
る基材；ポリテトラフルオロエチレン、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリ塩化ビニ
ル、ポリフッ化ビニリデン、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合
体、クロロフルオロエチレン－塩化ビニリデン共重合体等のフッ素系ポリマーからなる低
接着性基材；オレフィン系樹脂（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン）等の無極性ポ
リマーからなる低接着性基材等を用いることができる。
【００５６】
　電気化学装置用粘着テープは、例えば、リチウムイオン電池等の非水系電解液が封入さ
れる二次電池の製造や電解コンデンサ（特にアルミ電解コンデンサ）の製造に好適に使用
される。
【００５７】
　リチウムイオン電池等の非水系電解液二次電池は、電極群、正極板と負極板から引き出
された電極端子、および電解液を電池ケースに封入することによって構築されている。電
極群としては、正極芯体に正極活物質が塗付された正極板と負極芯体に負極活物質が塗付
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された負極板とがセパレータを挟んで積層されてなる積層型電極群が挙げられる。あるい
は、正極芯体に正極活物質が塗付された正極板と負極芯体に負極活物質が塗付された負極
板とを、セパレータを挟んで渦巻状に巻回した巻回型電極群であってもよい。
【００５８】
　上記用途に用いられるセパレータは、例えば多孔質ポリエチレンフィルム、ポリプロピ
レンフィルム等の多孔質フィルムであり得る。
【００５９】
　電気化学装置用粘着テープは、例えば、上記リチウムイオン電池等の非水系電解液二次
電池の製造において、異物やバリ等によるセパレータの貫通を防止する目的、または活物
質の剥がれを防止する目的、および電池ケース内への電極の詰め込み適性を改善する目的
（例えば、正極板／セパレータ／負極板からなる積層体の固定、または上記積層体の巻回
体の固定）等で電池構成部材に貼り付けて使用される。電池構成部材に貼り付ける位置と
しては、上記目的を達成することができれば特に限定することなく、例えば、極板、電極
端子、極板端部、多孔質フィルムからなるセパレータ、活物質の塗付部と非塗付部との境
界部分、巻回型電極群の巻末部等であってもよい。多孔質フィルムにより構成されたセパ
レータに貼り付ける場合には、ここに開示される電気化学装置用粘着テープは、セパレー
タから剥離しやすく、セパレータの変形や粘着剤の残留を防止し得るので、特に好ましい
。
【００６０】
　アルミ電解コンデンサは、誘電体として薄い酸化膜を用い、電極としてアルミニウムを
使用することを特徴とするコンデンサであり、電解液をセパレータに滲み込ませたものを
、さらにアルミ箔で挟んで巻回した構造を有している。アルミ電解コンデンサは、非常に
薄い誘電体を用いることができるので、コンデンサの体積に比べて、大きな容量を得るこ
とができる。
【００６１】
　上記用途に用いられるセパレータは、例えば、マニラ麻紙、クラフト紙または合成繊維
等を用いて作製された多孔質フィルムであり得る。
【００６２】
　ここに開示される電気化学装置用粘着テープは、上記多孔質フィルムにより構成された
セパレータに貼り付ける場合、セパレータから剥離しやすく、セパレータの変形や粘着剤
の残留を防止することができる。
【実施例】
【００６３】
　以下、実施例により本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例により
限定されるものではない。
【００６４】
　＜実施例１＞
　２－エチルヘキシルアクリレート９５重量部、アクリル酸５重量部、ＡＩＢＮ０．１重
量部、酢酸エチル１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０℃
で６時間重合を行って、重量平均分子量１００万のアクリル系ポリマー（１）を得た。
　アクリル系ポリマー（１）１００重量部と、３つの官能基を含有するイソシアネート系
化合物（三官能性イソシアネート系化合物、商品名「コロネートＬ」、日本ポリウレタン
工業社製）３重量部とを均一に混合して、アクリル系粘着剤（１）を得た。
　上記アクリル系粘着剤（１）を、基材としてのポリプロピレン（ＰＰ）フィルム（厚さ
２０μｍ）上に乾燥後の厚さが３μｍとなるように塗付、乾燥して粘着テープ（１）を得
た。
【００６５】
　＜実施例２＞
　２－エチルヘキシルアクリレート９５重量部、アクリル酸５重量部、ＡＩＢＮ０．１重
量部、酢酸エチル１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０℃
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で６時間重合を行って、重量平均分子量１００万のアクリル系ポリマー（１）を得た。
　アクリル系ポリマー（１）１００重量部、多官能エポキシ系化合物（商品名「テトラッ
ドＣ」、三菱瓦斯化学社製）０．５重量部を均一に混合して、アクリル系粘着剤（２）を
得た。
　上記アクリル系粘着剤（２）を、基材としてのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
フィルム（厚さ１２μｍ）上に乾燥後の厚さが１０μｍとなるように塗付、乾燥して粘着
テープ（２）を得た。
【００６６】
　＜実施例３＞
　２－エチルヘキシルアクリレート９０重量部、アクリル酸１０重量部、ＡＩＢＮ０．１
重量部、酢酸エチル１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０
℃で６時間重合を行って、重量平均分子量１２０万のアクリル系ポリマー（２）を得た。
　アクリル系ポリマー（２）１００重量部と、多官能エポキシ系化合物（商品名「テトラ
ッドＣ」、三菱瓦斯化学社製）０．５重量部とを均一に混合して、アクリル系粘着剤（３
）を得た。
　上記アクリル系粘着剤（３）を、基材としてのＰＰフィルム（厚さ２０μｍ）上に乾燥
後の厚さが１０μｍとなるように塗付、乾燥して粘着テープ（３）を得た。
【００６７】
　＜実施例４＞
　２－エチルヘキシルアクリレート８６重量部、アクリル酸１４重量部、ＡＩＢＮ０．１
重量部、酢酸エチル１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０
℃で６時間重合を行って、重量平均分子量１００万のアクリル系ポリマー（３）を得た。
　アクリル系ポリマー（３）１００重量部、多官能エポキシ系化合物（商品名「テトラッ
ドＣ」、三菱瓦斯化学社製）１．８重量部を均一に混合して、アクリル系粘着剤（４）を
得た。
　上記アクリル系粘着剤（４）を、基材としてのＰＰフィルム（厚さ２０μｍ）上に乾燥
後の厚さが２０μｍとなるように塗付、乾燥して粘着テープ（４）を得た。
【００６８】
　＜実施例５＞
　２－エチルヘキシルアクリレート８４重量部、アクリル酸１６重量部、ＡＩＢＮ０．１
重量部、酢酸エチル１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０
℃で６時間重合を行って、重量平均分子量８０万のアクリル系ポリマー（４）を得た。
　アクリル系ポリマー（４）１００重量部と、多官能エポキシ系化合物（商品名「テトラ
ッドＣ」、三菱瓦斯化学社製）１．０重量部とを均一に混合して、アクリル系粘着剤（５
）を得た。
　上記アクリル系粘着剤（５）を、基材としてのポリエステルフィルム（ＰＥＴフィルム
、厚さ１２μｍ）上に乾燥後の厚さが１０μｍとなるように塗付、乾燥して粘着テープ（
５）を得た。
【００６９】
　＜実施例６＞
　２－エチルヘキシルアクリレート３０重量部、エチルアクリレート６０重量部、ヒドロ
キシエチルアクリレート５重量部、メチルメタクリレート５重量部、ＡＩＢＮ０．１重量
部、酢酸エチル１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０℃で
６時間重合を行って、重量平均分子量４０万のアクリル系ポリマー（５）を得た。
　アクリル系ポリマー（５）１００重量部、三官能性イソシアネート系化合物（商品名「
コロネートＬ」、日本ポリウレタン工業社製）２重量部、架橋助剤（商品名「エンビライ
ザーＯＬ－１」、東京ファインケミカル社製）０．０５重量部を均一に混合して、アクリ
ル系粘着剤（６）を得た。
　上記アクリル系粘着剤（６）を、基材としてのポリエステルフィルム（ＰＥＴフィルム
、厚さ１２μｍ）上に乾燥後の厚さが１０μｍとなるように塗付、乾燥して粘着テープ（
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６）を得た。
【００７０】
　＜実施例７＞
　２－エチルヘキシルアクリレート３０重量部、エチルアクリレート５５重量部、ヒドロ
キシエチルアクリレート１０重量部、メチルメタクリレート５重量部、ＡＩＢＮ０．１重
量部、トルエン１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０℃で
６時間重合を行って、重量平均分子量４０万のアクリル系ポリマー（６）を得た。
　アクリル系ポリマー（６）１００重量部と、三官能性イソシアネート系化合物（商品名
「コロネートＬ」、日本ポリウレタン工業社製）１重量部と、架橋助剤（商品名「エンビ
ライザーＯＬ－１」、東京ファインケミカル社製）０．０５重量部とを均一に混合して、
アクリル系粘着剤（７）を得た。
　上記アクリル系粘着剤（７）を、基材としてのＰＰフィルム（厚さ２０μｍ）上に乾燥
後の厚さが１０μｍとなるように塗付、乾燥して粘着テープ（７）を得た。
【００７１】
　＜比較例１＞
　２－エチルヘキシルアクリレート９５重量部、アクリル酸５重量部、ＡＩＢＮ０．１重
量部、酢酸エチル１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０℃
で６時間重合を行って、重量平均分子量１００万のアクリル系ポリマー（１）を得た。
　アクリル系ポリマー（１）１００重量部、三官能性イソシアネート系化合物（商品名「
コロネートＬ」、日本ポリウレタン工業社製）０．５重量部を均一に混合して、アクリル
系粘着剤（８）を得た。
　上記アクリル系粘着剤（８）を、基材としてのＰＰフィルム（厚さ２０μｍ）上に乾燥
後の厚さが１０μｍとなるように塗付し、乾燥後に粘着テープ（８）を得た。
【００７２】
　＜比較例２＞
　２－エチルヘキシルアクリレート９０重量部、アクリル酸１０重量部、ＡＩＢＮ０．１
重量部、酢酸エチル１００重量部を混合し、窒素置換を２時間行った。窒素置換下、６０
℃で６時間重合を行って、重量平均分子量１２０万のアクリル系ポリマー（２）を得た。
　アクリル系ポリマー（２）１００重量部と、多官能エポキシ系化合物（商品名「テトラ
ッドＣ」、三菱瓦斯化学社製）０．１重量部とを均一に混合して、アクリル系粘着剤（９
）を得た。
　上記アクリル系粘着剤（９）を、基材としてのＰＰフィルム（厚さ２０μｍ）上に乾燥
後の厚さが５μｍとなるように塗付、乾燥して粘着テープ（９）を得た。
【００７３】
　実施例および比較例で得られたアクリル系粘着剤および粘着テープにつき、下記方法に
よりそのゲル分率、投錨力、粘着力、被着体への糊残り性および被着体の変形を評価した
。また、各例に係るアクリル系ポリマーの重量平均分子量は下記の方法により測定した。
結果を表２に示す。
【００７４】
　［重量平均分子量］
　ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）法により測定する。より具体的に
は、ＧＰＣ測定装置として商品名「ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ」（東ソー社製）を用いて、
下記ＧＰＣ測定条件下でポリスチレン換算の重量平均分子量を測定することができる。
　（ＧＰＣ測定条件）
　サンプル濃度：０．２重量％（テトラヒドロフラン溶液）
　サンプル注入量：１０μＬ
　溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
　流量（流速）：０．６ｍＬ／ｍｉｎ
　Ｖカラム温度（測定温度）：４０℃
　カラム：商品名「ＴＳＫｇｅｌＳｕｐｅｒＨＭ－Ｈ／Ｈ４０００／Ｈ３０００／Ｈ２０
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００（東ソー社製）
　検出器：示差屈折計（ＲＩ）
【００７５】
　［投錨力］
　各例に係る粘着テープを３０ｍｍ×２００ｍｍに切断してサンプル１とする。同様に、
日東電工社製の「Ｎｏ．３１５」粘着テープ（基材：ＰＥＴフィルム、粘着剤：熱硬化性
ゴム粘着剤、厚さ：０．０５８ｍｍ、粘着力：１１．０Ｎ／１９ｍｍ）を３０ｍｍ×２０
０ｍｍに切断してサンプル２とする。サンプル１の粘着面を５ｋｇローラーを１往復させ
てサンプル２の粘着面に貼り合わせてサンプル３を得る。このサンプル３を１０ｍｍ×１
５０ｍｍに切断する。次いで、サンプル１の他方の面を、両面粘着剤を介してステンレス
鋼板に貼り合わせ、２３℃、５０％ＲＨの環境下、２０～４０分静置し、引張試験機によ
り引張速度３００ｍｍ／ｍｉｎ、剥離角度１８０°でサンプル１の粘着剤層を剥離する際
の粘着強度（剥離強度）を測定し、これを投錨力とする。
【００７６】
　［ゲル分率（Ｇｅｌ）の測定］
　各例に係る粘着テープを５０℃で２日間熟成させた後、当該粘着テープを５０ｍｍ×５
０ｍｍのサンプルに切断してその重量Ｍ１を秤量する。平均孔径０．２μｍの多孔質ポリ
テトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）フィルム（約１００ｍｍ×１００ｍｍ）（商品名「
ＮＴＦ１１２２」、日東電工社製）を用意し、切断された粘着テープの粘着剤層をＰＴＦ
Ｅフィルムの中ほどに貼り合わせて、ＰＴＦＥフィルム内に包みこんだ後に凧糸で縛る。
なお、ＰＴＦＥフィルムと凧糸との総重量Ｍ２は予め測定しなければならない。粘着テー
プを内包したＰＴＦＥフィルムの包みを、約５０ｍＬのトルエンが入った容器に収容し、
２３℃で７日間静置する。その後、ＰＴＦＥフィルムの包みを容器から取り出して、アル
ミニウム製カップに移す。そして、１３０℃の乾燥器中で２時間乾燥してトルエンを除去
し、その後の総重量Ｍ３を測定する。それとは別に、各例に係る粘着テープを５０ｍｍ×
５０ｍｍにカットし、粘着テープの粘着剤層をトルエンで拭き取った後にその重量Ｍ４を
秤量する。下記式からゲル分率（Ｇｅｌ）を計算する。
　Ｇｅｌ＝（Ｍ３－Ｍ２－Ｍ４）／（Ｍ１－Ｍ４）×１００％
【００７７】
　［粘着テープの粘着力］
　各例で得られた粘着テープを１０ｍｍ×１５０ｍｍのサンプルに切断し、２ｋｇローラ
ーを１往復させてステンレス鋼（ＳＵＳ４３０）板に貼り合わせた後、２３℃、５０％Ｒ
Ｈの環境下、２０～４０分静置し、引張試験機により引張速度３００ｍｍ／ｍｉｎ、剥離
角度１８０°で粘着テープを剥離する際の剥離強度を測定して、これを粘着力とする。
【００７８】
　［被着体への糊残り性］
　各例に係る粘着テープを適当なサイズに切断してリチウム電池セパレータ（旭化成社製
の電池セパレータ「ハイポア（登録商標）」）に貼り付け、５分以上静置した後、手剥離
を行い、被着体への糊残り状況を目視と手触りにより確認する。目視と手触りによる評価
において、表１に示すように、被着体への糊残りが実質的に認められなかったサンプルを
◎、被着体への糊残りがわずかに認められたサンプルを〇、被着体への糊残りが相当あっ
たサンプルを×と評価する。
【００７９】
　［被着体の変形］
　各例に係る粘着テープを適当なサイズに切断してリチウム電池セパレータ（旭化成社製
の電池セパレータ「ハイポア（登録商標）」）に貼り付け、５分以上静置した後、手剥離
を行い、被着体の変形状況を目視で確認する。目視評価において、被着体が全く変化しな
かったサンプルを◎、被着体に変形やシワが現われたサンプルを〇、被着体が損壊したサ
ンプルを×と評価する。
【００８０】
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【表１】

【００８１】
【表２】

【００８２】
　以上、本発明の具体例を詳細に説明したが、これらは例示にすぎず、特許請求の範囲を
限定するものではない。特許請求の範囲に記載の技術には、以上に例示した具体例を様々
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に変形、変更したものが含まれる。
【符号の説明】
【００８３】
　１　基材
　２　粘着剤層
１０　粘着テープ

【図１】



(17) JP 2014-198830 A 2014.10.23

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｈ０１Ｇ   9/08     (2006.01)           Ｈ０１Ｇ   9/08    　　　Ｚ          　　　　　

(72)発明者  河邊　茂樹
            大阪府茨木市下穂積１丁目１番２号　日東電工株式会社内
(72)発明者  寺島　正
            大阪府茨木市下穂積１丁目１番２号　日東電工株式会社内
Ｆターム(参考) 4J004 AA10  AB01  CA01  CB03  CC02  EA06  FA05 
　　　　 　　  4J040 DF021 DF061 EC001 EF281 GA05  GA07  KA16  KA17  LA06  MA10 
　　　　 　　        MB03  NA19 
　　　　 　　  5H028 AA05  BB03  BB11  BB15  CC08  CC10  CC13  CC26  EE10 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

